
モデル事業実施状況調査
集計結果について

資料８
26.9.26 生活困窮者自立支援制度

全国担当者会議



5. その他の事業

1. 自立相談支援事業

2. 就労準備支援事業

3. 就労訓練事業（中間的就労）の推進

4. 家計相談支援事業

100.0%

36.1%

15.2%

27.1%

19.5%

0% 50% 100%

○ 平成２６年度社会福祉推進事業（自立相談支援機関設置・運営の手引き完成と支援調整会議等の事例調査研究）に

おいて、自立相談支援機関の設置・運営に関する手引きを作成するため、生活困窮者自立促進支援モデル事業を実施

する自治体（254箇所）を対象に、モデル事業実施状況の調査を実施。

【実施機関】一般社団法人北海道総合研究調査会

【調査期間】平成２６年５月２０日～６月２３日、８月１２日～９月５日（２回に分けて実施）

【回収状況】233箇所（277圏域）／254箇所（回収率91.7％）

モデル事業実施状況調査集計結果（抜粋）について

調査の概要調査の概要

１ 主管部局１ 主管部局

○ モデル事業を実施している主管部局の分野については、生活保護分野が７割を超え、地域福祉分野が２割であった。

○ 新たな担当部局等の設置については、既存の組織で対応する自治体が6割を超えるが、新たな担当部局を設置または設置する予定の自

治体も１割弱みられた。しかし、まだ未定と回答した自治体が2割を超えている。

○ モデル事業で実施する事業は、自立相談支援事業以外では就労準備支援事業が４割弱、家計相談支援事業が３割弱であった。

（１）主管部局の分野 （２）新たな担当部局・室等の設置

 生活保護分野

 地域福祉分野

 高齢者福祉分野

 その他の福祉分野

 雇用・労働分野

 市民相談分野

その他

無回答

73.0%

19.3%

0.0%

3.4%

0.9%

0.0%

3.0%

0.4%

0% 50% 100%
新たな担当部

局・室を設置し

た（H25年度以

降）, 6.9%
新たな担当部

局・室を設置す

る予定, 1.3%

既存の組織体

制で対応, 65.2%

未定, 25.3%

無回答, 1.3%

（３）モデル事業で実施する事業
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（２）協議の場の参加部署・課（複数回答）
（庁内との協議の場が「有」を選択のみ）

○ 庁内関係部署との協議の場を設置している自治体は４割弱であり、６割が協議の場を設置していない状況にある。

○ 庁内の協議の場に参加している部署・課は、福祉分野のみならず、雇用、子育て、税、住宅、産業など、様々な分野との連携が図ら

れている。

○ 具体的な協議内容では、制度に関する周知・理解のほか、他部署からの紹介体制の構築、他制度と連携した支援方法についての協議

が行われている。

２ 庁内体制の整備２ 庁内体制の整備

（３）協議の場での具体的な協議内容（複数回答）
（庁内との協議の場が「有」を選択のみ）

（１）庁内関係部署との具体的な協議の場の設置状況

有, 36.5%

無, 59.9%

無回答, 
3.6%

1. 生活保護

2. 高齢者福祉

3. 障害者福祉

4. 保健・医療

5. 商工労働（雇用）

6. 子育て

7. 教育

8. 住民税

9. 公営住宅

10. 国保・年金

11. その他

97.0%

75.2%

79.2%

68.3%

69.3%

76.2%

61.4%

51.5%

48.5%

53.5%

46.5%

0% 50% 100%

制度に関する周知・理解

他部署からの紹介体制の構築

他制度と連携した支援方法についての協議

計画、その他施策の総合調整についての協議

その他

97.0%

59.4%

48.5%

26.7%

7.9%

0% 50% 100%
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３ 関係機関との連携体制３ 関係機関との連携体制

（１）庁外の関係機関・関係者との協議の場の設置状況 （２）協議の場での協議内容（複数回答）（庁外との協議の場が「有」を選択のみ）

○ 約３割の自治体で庁外の関係機関等との協議の場が設置されており、福祉事務所、ハローワークだけでなく、地域包括支援セン

ター、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、保健所・保健センターなど様々な分野との連携が進められている。

（３）地域の生活困窮者支援体制構築にあたり連携を呼びかける機関（複数回答）

有, 31.8%

無, 66.8%

無回答, 
1.4% 制度に関する周知・理解

各機関の活動内容の周知

対象者の洗い出し

事例検討

支援における具体的なルールづくり

支援メニューの創出に関する協議

その他

87.5%

64.8%

27.3%

42.0%

17.0%

22.7%

10.2%

0% 50% 100%

1. 福祉事務所（生活保護担当部署）

2. 家庭児童相談室（福祉事務所）

3. ハローワーク

4. 職業訓練機関（職業訓練校・施設を含む）

5. 就労支援をしている各種の法人・団体（中間的就労を含む）

6. 医療機関

7. 地域包括支援センター

8. 居宅介護支援事業所・その他介護事業所

9. 保健所・保健センター

10. 障害者就業・生活支援センター

11. 障害者就労支援事業所

12. その他障害者支援機関・施設 

13. 児童相談所・児童家庭支援センター

81.6%

46.2%

85.6%

12.6%

42.6%

17.7%

59.6%

18.1%

43.0%

35.0%

23.1%

23.1%

26.0%

0% 50% 100%

19. 家計相談支援機関

15.学校・教育機関

25. 法テラス・弁護士（会）

26. 消費生活協同組合

16. 地域若者サポートステーション 

17. 地域子育て支援センター・その他子育て支援機関

18. 婦人相談所・配偶者暴力相談支援センター 

20. 小口貸付（社会福祉協議会）

21. 小口貸付（社協以外）

22. 権利擁護・成年後見（社会福祉協議会）

23. 権利擁護・成年後見（社協以外）

24. 社会福祉協議会（小口、権利擁護以外）

14. 医師会・歯科医師会・薬剤師会 4.7%

31.0%

47.7%

12.3%

14.1%

11.6%

66.4%

5.8%

52.3%

5.4%

64.6%

36.5%

8.3%

0% 50% 100%

27. 消費生活センター

28. 警察 

29. 更生保護施設・自立準備ホーム

30. 地域生活定着支援センター

31. ホームレス支援機関

32. 民生委員・児童委員

33. ＮＰＯ・ボランティア団体

34. 商店街・商工会等経済団体

35. 農業者・農業団体

36. 一般企業

37. 町内会・自治会、福祉委員等

38. その他

39. なし、または未定

32.5%

12.3%

5.8%

10.1%

13.0%

70.4%

29.6%

11.2%

5.8%

8.7%

19.5%

14.8%

4.3%

0% 50% 100%
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4. その他

1. 随意契約

3. 競争入札

2. 企画提案（プロポーザル）

65.2%

33.2%

0.0%

2.7%

0% 50% 100%

４ 実施形態４ 実施形態

○ 自立相談支援機関の設置について、委託が６割を超えており、委託先は多岐にわたるが、社会福祉協議会が６割と多く、社会福祉法

人、ＮＰＯ法人が約１割となっている。また、自立相談支援機関の設置場所については、役所・役場内が４割、受託した法人施設内が

３割となっており、そのほか民間事務所ビルに借用、公的施設内が１割を超えている。

◯ 委託先の決定方法は、随意契約が６割強と最も多く、委託先選定の決め手となった要因としては、これまでの類似事業の実績が８割

弱と最も多く、次いで専門的な人材が確保されている、地域でのネットワークが豊富と続いている。

（１）自立相談支援機関の設置形態 （２）委託先
（記載のあった自立相談支援機関(324件）の中で「委託」を
選択のみ）

（３）自立相談支援機関の設置場所
（記載のあった自立相談支援機関324件）

（４）他の併設施設・相談窓口等の有無
（記載のあった自立相談支援機関324件）

直営, 28.5%

委託, 64.6%

直営+委託, 
2.9%

無回答, 
4.0%

役所・役場内

法人施設内

公的施設内

民間事務所ビルに借用

商業的施設内

その他

40.1%

30.6%

12.7%

13.9%

1.2%

1.5%

0% 20% 40% 60%

有, 66.0%

無（自立相談

支援機関の

み）, 24.7%

無回答, 9.3%

社会福祉法人（社協は除く）

社会福祉協議会

医療法人

社団法人・財団法人

株式会社等

ＮＰＯ法人

その他

無回答

9.8%

60.0%

0.0%

7.7%

3.8%

9.8%

4.3%

4.7%

0% 50% 100%

（５）委託先の決定方法
（設置形態が「委託」「直営+委託」を選択のみ）

（６）委託先選定の決め手となった要因
（設置形態が「委託」「直営+委託」を選択のみ）

4. 地域でのネットワークが豊富

5. 経営基盤がしっかりしている

1. これまでの類似事業において実績がある

2. 専門的な人材が確保されている

3. 就労につなげるネットワークがある

6. その他

76.5%

61.5%

19.8%

63.1%

12.8%

7.0%

0% 50% 100%
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9. その他

4. 把握・アウトリーチに関する他機関との勉強会

5. 記録の方法

8. 他地域への視察

1. 法の趣旨の理解

2. 相談支援の技術

6. 機関内での事例検討会

10. 研修は行っていない

3. 面接技術

7. 関係機関との事例検討会

51.6%

39.0%

28.2%

23.1%

30.0%

35.0%

33.6%

32.9%

14.8%

5.4%

0% 20% 40% 60%

生活保護受給者に対する福祉事務所における相談・就労支援事業

就労支援事業（中間的就労）の推進

その他の生活困窮者自立支援制度に関する事業

上記以外の事業

就労準備支援事業

家計相談支援事業

16.8%

16.1%

4.6%

7.6%

8.4%

18.2%

0% 10% 20%

無回答

5年以上10年未満

10年以上15年未満

15年以上20年未満

1年未満

1年以上3年未満

3年以上5年未満

30年以上35年未満

35年以上

20年以上25年未満

25年以上30年未満

19.4%

22.4%

10.9%

15.8%

9.4%

4.6%

2.8%

1.7%

0.9%

0.7%

11.4%

0% 10% 20% 30%

５ 職員体制５ 職員体制

（１）自立相談支援機関の職員体制（人口規模別）

１圏域あたり平均職員数 ※職員記載のあった213機関について

（２）相談支援員の経験年数

○ 自立相談支援機関の職員は、概ね人口に比例して配置職員数が増えている。

○ 相談支援員の経験年数は、１年以上３年未満が最も多く２割強、次いで１年未満が２割弱となっている。

◯ 相談員が保有する資格は、社会福祉士や社会福祉主事が多くなっている。「特になし」の2割は特徴的といえる。

◯ 職員研修で実施したこととしては、法の趣旨の理解が最も多く５割を超え、それ以外は概ね３割程度となっている。

○ 自立相談支援機関に従事する職員の他事業との兼務の状況については、就労準備支援事業、家計相談支援事業が２割弱のほか、その他

の生活困窮者自立支援制度に関する事業との兼務も１割弱となっている。また、それ以外の事業との兼務も２割弱となっている。

（５）他事業との兼務の状況（複数回答）

1. 社会福祉士

2. 精神保健福祉士

3. 保健師

4. キャリアコンサルタント

5. 産業カウンセラー

6. 社会福祉主事

7. 介護支援専門員

8. 障害者相談支援専門員

9. 介護福祉士

10. その他

11. 特になし

無回答

25.6%

8.2%

1.2%

7.0%

3.2%

25.7%

11.8%

2.0%

7.5%

16.8%

21.2%

9.9%

0% 20% 40%

（３）職員が保有する資格（複数回答）

（４）職員研修において実施したこと

全職員数（兼務含む）

うち

正職員
数の人

数

うち
主任相談

支援員の

人数

うち

相談支
援員の

人数

うち

就労支
援員の

人数

5万人未満 （53圏域） 2.98 0.60 0.76 1.66 0.64

5万人以上10万人未満 （52圏域） 3.14 0.48 0.87 1.79 0.75

10万人以上30万人未満 （60圏域） 4.05 0.37 0.83 2.28 0.63

30万人以上50万人未満 （20圏域） 6.35 0.70 1.00 4.40 2.15

50万人以上100万人未満 （18圏域） 7.72 0.44 1.44 5.33 2.72

100万人以上 （10圏域） 7.50 0.00 1.40 3.00 1.70

全体 （213圏域） 4.25 0.47 0.92 2.50 1.03
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６ 把握・アウトリーチの方法６ 把握・アウトリーチの方法

支援対象者の把握・アウトリーチの方法（複数回答）

○ 対象者の把握については、地域の民生委員や福祉・労働の関係機関から紹介・つなぎや、行政内部からの紹介つなぎが多く、電話に

よる相談やチラシの配布・掲示も半数程度の自治体で取り組んでいる。

○ また、単に窓口で相談を待つだけではなく、出張相談や窓口の開設などにより、積極的に生活困窮者を発見する取組を行っている自

治体もある。

1.行政内関係部署からの紹介・つなぎ

（税や国保の徴収・市民総合相談窓口など）

2.地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（福祉関係機関・窓口・関係者）

3.地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（ＨＷ、若者サポステ等の労働関係機関）

4.地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（教育関係機関）

5.地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（医療関係機関）

6.地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（その他：矯正・更生施設、ＮＰＯ等支援団体等）

7. 地域の関係機関からの紹介・つなぎ

（民生委員、自治会等）

8.地域の居場所や当事者団体など

インフォーマルな社会資源からの情報

9.新聞配達所、郵便・宅配事業者等の日常生活

に関わる民間事業者と連携し、情報提供

10.電気・水道・ガス等の公共インフラ事業者

と連携し、情報提供

11.ホームレスの支援に係る巡回活動を

通じたアプローチ

73.6%

86.6%

55.2%

31.8%

30.0%

27.1%

74.0%

19.1%

6.9%

13.4%

6.9%

0% 50% 100%

21.その他

12.市町村役場、ＨＷ等公的機関における出

張相談窓口の設置

13.商店街の一角や商業施設等における出

張相談窓口の設置

14.学校における出張相談窓口の設置

15.電話での相談受付

16.メール・ＦＡＸでの相談受付

17.ＨＰにおけるメールフォーム

18.ＴＶ・ラジオ等を利用した広報活動

19.ホームページ、ブログの開設、twitter、

facebook等による広報活動

20.行政・関係機関の窓口やネットカフェ等に

おけるチラシの配布・掲示

13.0%

1.1%

1.4%

61.7%

26.0%

10.1%

7.9%

26.0%

49.5%

7.9%

0% 50% 100%
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７ 支援調整会議の実施７ 支援調整会議の実施

（１）開催時期（複数回答）

○ 支援調整会議は、日程を決めて定期的に開催する場合と対象者に合わせて随時開催する場合があるが、随時開催が4割を占めており、

３割以上がまだ開催していないなど未定である。また、随時開催よりも定期的に開催されている会議の方が１回あたりの取扱ケース件

数が多くなっている。

○ 構成メンバーの決定方法については、委託先の機関が決定、関係機関と協議のうえ決定がともに３割を超えており、行政が決定する

場合は２割である。

○ 支援調整会議への本人の同席については、必要に応じて求めるが4割強、同席を求めないが４割となっている。

（２）1回あたり取扱いケース件数

定期的に開催 平均 5.4件

随時開催 平均 2.5件

（３）構成メンバーの決定方法（定期開催、随時開催を選択のみ） （４）本人の同席（定期開催、随時開催を選択のみ）

定例的に開催

対象者に合わせて随時開催

 わからない・未定

その他

21.7%

40.8%

35.7%

2.2%

0% 20% 40% 60%

行政が決定, 
22.7%

委託先の機

関が決定（委

託の場合）, 
30.0%

関係機関と

協議の上、決

定, 34.0%

その他, 
10.0%

わからない・

未定, 2.0%

無回答, 1.3%
同席を求め

る, 3.3%

必要に応じ

て同席を求

める, 43.3%同席は求め

ない, 40.0%

わからない・

未定, 12.0%

無回答, 
1.3%
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８ 地域づくり８ 地域づくり

（３）不足している社会資源 （複数回答）
（社会資源の状況が「どちらかといえば不足」「不足」を選択のみ）

（２）地域における生活困窮者支援を行うための社会資源の状況

○ 地域の関係機関やインフォーマルサービス等の社会資源については、「把握しているが十分ではない」が約５割、「あまり把握できていな

い」は約３割となっており、自治体の把握に向けた取り組みも必要である。

○ 生活困窮者支援を行うための社会資源については、「どちらかといえば不足」「不足」としている自治体が６割を超えており、その中

でも特に就労先（一般就労、中間的就労）が不足していると捉えている地域が多い。また、ＮＰＯ等の支援団体が不足している地域も

あり、公的な資源だけでなく、インフォーマルな資源も含めた資源の開発が必要である。

○ 生活困窮者支援を通じた地域づくりについては、就労先や就労訓練の場の開拓に向けて取組を行っている割合が３割強となっている。

（４）生活困窮者支援事業を通じた「地域づくり」
について現在行っていること（複数回答）

（１）地域の関係機関やインフォーマルサービス等の社会資源の把握状況

1. 一般就労先

2. 就労訓練（中間的就労）の場

3. 居場所・サロン

4. 貸付期間

5. 金銭管理を支援する機関

6.農林水産業関連団体

7. 生活スキルの獲得の場

66.1%

89.5%

56.1%

19.9%

26.3%

8.2%

53.2%

0% 50% 100%

8. 地域のキーパーソン

9. ピアサポート

10. NPO等の支援団体

11. 医療機関

12. 障害者関係施設

13. 高齢者関係施設

14. その他

21.6%

19.3%

42.7%

3.5%

11.7%

3.5%

8.2%

0% 50% 100%

地域の産業振興との連携での取組み

教育機関との連携の取組み

地域福祉関係者との取組み

就労先や就労訓練の場の開拓に向けての取組み

社会参加の場の創出に向けての取組み

回答なし

35.0%

18.4%

5.1%

8.7%

20.6%

52.0%

0% 50% 100%

把握している, 
13.7%

把握している

が、十分では

ない, 48.4%

あまり把握で

きていない, 
31.8%

無回答, 6.1% 充足, 0.7%
どちらかと

いえば充足, 
2.2%

どちらともい

えない, 
28.9%

どちらかと

いえば不足, 
37.2%

不足, 24.5%

無回答, 
6.5%
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②個人情報の管理方法を統一し、従事する職員全員

が個人情報管理への意識を持つように指導するか

①個人情報管理の責任者を定めるか 34.3%

83.8%

0% 50% 100%

③進捗状況を確認し（半期・月単位など）、

必要に応じて見直しを行うか

①より高い成果が得られるように、機関内外の先進

事例・失敗事例を参考にするなどの取組を行うか

②事業計画の推進にあたり、目指す目標の達成

度合いを検討し、改善に向けた方策を立てるか

48.7%

38.5%

69.2%

0% 50% 100%

5.支援員は事業の趣旨を理解して業務にあたるため

の取組を行うか

1.自立相談支援機関（以下、機関とする）の事業計

画を立てるか

2.機関の運営を途中で評価するか

3.人材育成の計画を立て、実施するか

4.個人情報の管理を行うか

35.7%

28.2%

19.5%

37.9%

35.7%

0% 50% 100%

９ 事業評価９ 事業評価

（１）体制整備・運営計画について

○ 事業評価に関して、「体制整備・運営計画」については、４割弱が個人情報の管理や事業計画に着目している。また、３割弱が運営途

中で評価するとしており、その中では、進捗状況を確認し、必要に応じて見直すとしているところが７割となっている。また、個人情報

の管理に着目した場合、８割強で職員が意識するよう指導しているとしており、管理者を定める点については３割程度となっている。

○ 相談支援業務については、事業の運営自体を評価するとしているのが６割程度であり、その中では、約８割が相談受付件数・申し込み

件数となっており、次いでプラン達成状況が６割、就労・増収者とプラン作成者数がともに５割程度となっている。

（２）「2.機関の運営を途中で評価するか」を選択した場合

（３）「４.個人情報の管理」を選択した場合

6.プライバシー等に配慮された相談室があるか

7.相談支援の経過は適切に記録し保管するか

8.アセスメントやプランを関係者と共有するか

9.事業の運営に当たって評価する項目がある→（※
項目は右記）

10.本人に関わる支援機関やインフォーマルな支援
者は増える予定か

43.7%

60.6%

48.4%

63.5%

10.8%

0% 50% 100%
（４）相談支援業務について （５）「9.事業の運営に当たって評価する項目がある」を選択した場合

⑤本人に関わる支援機関、インフォーマルな

支援者数

⑥利用者の満足度

⑦支援で連携する関係機関の数

⑧プラン達成状況

⑨他機関への紹介終結件数

①相談受付件数、相談申込件数

②プラン作成件数

③苦情件数と対応方法

④就労・増収者数

79.0%

49.4%

10.2%

51.1%

14.2%

30.7%

22.2%

62.5%

21.6%

0% 50% 100%
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30年以上35年未満

35年以上

無回答

15年以上20年未満

20年以上25年未満

25年以上30年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上15年未満

1年未満

1年以上3年未満

11.4%

35.5%

17.5%

14.7%

7.6%

3.3%

0.0%

1.4%

0.0%

0.9%

7.6%

0% 20% 40%

10 就労準備支援事業10 就労準備支援事業

（２）委託先（※委託しているとの記載があった101件）

○ 就労準備支援事業を行っている100圏域のうち、９割弱が委託となっている。その中で、約２割がNPO法人、次いで社会福祉協議会、

株式会社等と続いている。

◯ 就労準備支援事業の職員体制は、１機関あたりの平均人数では、委託で多くなっている。また、就労準備支援担当者の経験年数は１年

以上３年未満が最も多く３割を超えており、次いで３年以上５年未満と続いている。

（１）就労準備支援事業の設置形態

無回答

8.その他

2. 社会福祉協議会

3. 医療法人

4. 社団法人・財団法人

5. 株式会社等

6. ＮＰＯ法人

7.消費生活協同組合（生協）

1. 社会福祉法人（社協は除く） 13.9%

16.8%

0.0%

13.9%

15.8%

23.8%

0.0%

11.9%

4.0%

0% 10% 20% 30%
直営, 5.0%

委託, 86.0%

直営+委託, 
3.0%

無回答, 6.0%

（３）就労準備支援事業の職員体制
※職員記載のあった70機関について

全体
1機関あ
たり平均

全職員数 (70機関) 211人 3.0人

直営 (3機関) 4人 1.3人

委託 (62機関) 187人 3.0人

直営＋委託 (2機関) 13人 6.5人

無回答 (3機関) 7人 2.3人

（４）就労準備支援担当者の経験年数
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11 就労訓練事業11 就労訓練事業

○ 就労訓練事業者については、すでに実施している圏域は１４１あり、事業者は社会福祉法人がもっとも多く５割弱、次いで株式会社

等、NPO法人と続いている。

◯ なお、今後実施予定も含めた２３１の圏域のうち、今後実施予定の事業者は、株式会社が４割弱となっており、今後は社会福祉法人

だけではなく民間企業の巻き込みも予想される。

（２）就労訓練事業者（今後実施予定の事業者）（１）就労訓練事業者（すでに実施している事業者）

1. 社会福祉法人（社協は除く）

2.消費生活協同組合（生協）

3. ＮＰＯ法人

4. 株式会社等

5.その他

46.8%

2.8%

14.2%

24.8%

11.3%

0% 20% 40% 60%

1. 社会福祉法人（社協は除く）

2.消費生活協同組合（生協）

3. ＮＰＯ法人

4. 株式会社等

5.その他

31.6%

0.9%

18.6%

39.4%

9.5%

0% 20% 40% 60%

12



35年以上

無回答

1年未満

1年以上3年未満

15年以上20年未満

20年以上25年未満

25年以上30年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上15年未満

30年以上35年未満

8.9%

26.8%

22.9%

15.6%

5.6%

2.8%

2.2%

1.7%

0.6%

0.6%

12.3%

0% 10% 20% 30%

12 家計相談支援事業12 家計相談支援事業

（２）委託先（記載のあった委託先67件について集計）

○ 家計相談支援事業を行っている75圏域のうち、９割弱が委託となっている。その中で、約半数が社会福祉協議会、次いでNPO法人と

なっている。

◯ 家計相談支援事業の職員体制は、１機関あたりの平均人数では、直営で多くなっている。また、家計相談支援員の経験年数は１年以上

３年未満が最も多く３割弱となっており、次いで３年以上５年未満と続いている。

（１）家計相談支援事業の設置形態

（３）家計相談支援事業の職員体制

※職員記載のあった58機関について

（４）家計相談支援員の経験年数

直営, 
9.3%

委託, 86.7%

直営+委託, 
1.3%

無回答, 2.7%

全体
1機関あ
たり平均

全職員数 (58機関) 179人 3.1人

直営 (6機関) 26人 4.3人

委託 (51機関) 147人 2.9人

直営＋委託 (1機関) 6人 6.0人

1. 社会福祉法人（社協は除く）

2. 社会福祉協議会

3. 医療法人

無回答

7.消費生活協同組合（生協）

8.その他

4. 社団法人・財団法人

5. 株式会社等

6. ＮＰＯ法人

6.0%

53.7%

0.0%

9.0%

1.5%

11.9%

3.0%

10.4%

4.5%

0% 20% 40% 60%
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